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日本政策投資銀行（ＤＢＪ）の概要日本政策投資銀行（ＤＢＪ）の概要

設立 1999年10月1日 日本政策投資銀行法に基づく法人として設立

－日本開発銀行（1951年設立）と北海道東北開発公庫（1956年設立）の統合－

主務大臣 財務大臣及び国土交通大臣

目的 経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活の実現並びに地域経済の自立的発展に資するため、

一般の金融機関が行う金融等を補完し、又は奨励することを旨とし、長期資金の供給等を行い、もって我が国の

経済社会政策に、金融上の寄与をすること

資本金 1兆2,722億円（全額政府出資、2006/3末）

役職員 役員16名（2006/10現在）＋職員1,352名（2006年度予算定員）

事業規模 貸出金残高 12兆8,732億円(2006/3末）

業務内容 ①長期資金の供給等（出融資、債務保証等） ②プロジェクト支援 ③情報発信

設立 1999年10月1日 日本政策投資銀行法に基づく法人として設立

－日本開発銀行（1951年設立）と北海道東北開発公庫（1956年設立）の統合－

主務大臣 財務大臣及び国土交通大臣

目的 経済社会の活力の向上及び持続的発展、豊かな国民生活の実現並びに地域経済の自立的発展に資するため、

一般の金融機関が行う金融等を補完し、又は奨励することを旨とし、長期資金の供給等を行い、もって我が国の

経済社会政策に、金融上の寄与をすること

資本金 1兆2,722億円（全額政府出資、2006/3末）

役職員 役員16名（2006/10現在）＋職員1,352名（2006年度予算定員）

事業規模 貸出金残高 12兆8,732億円(2006/3末）

業務内容 ①長期資金の供給等（出融資、債務保証等） ②プロジェクト支援 ③情報発信

業務運営の基本方針・特徴

重要政策に対する政府との一体的な取り組み

重点３分野を主眼に置いた業務運営：総合力の発揮

地域：地域と協働する銀行

環境：持続可能な社会の実現に取り組む銀行

技術：技術を活かす銀行

緊急時の政策的要請への対応：機動力の発揮

政策金融機能・手法の強化

リスク管理とコスト意識の徹底

説明責任の履行

業務運営の基本方針・特徴業務運営の基本方針・特徴

重要政策に対する政府との一体的な取り組み

重点３分野を主眼に置いた業務運営：総合力の発揮

地域：地域と協働する銀行

環境：持続可能な社会の実現に取り組む銀行

技術：技術を活かす銀行

緊急時の政策的要請への対応：機動力の発揮

政策金融機能・手法の強化

リスク管理とコスト意識の徹底

説明責任の履行

業務に関する重要事項

民業補完の徹底

業務の合理化・運営の効率化

償還確実性の原則

収支相償の原則：赤字補填金ゼロ

財務の健全性の確保

自己資本比率: 16.1％（2006/3末）
不良債権比率 :   1.6％（2006/3末）

適切なディスクロージャーへの取組

政策金融評価の実施と事業見直しへの反映

業務に関する重要事項業務に関する重要事項

民業補完の徹底

業務の合理化・運営の効率化

償還確実性の原則

収支相償の原則：赤字補填金ゼロ

財務の健全性の確保

自己資本比率: 16.1％（2006/3末）
不良債権比率 :   1.6％（2006/3末）

適切なディスクロージャーへの取組

政策金融評価の実施と事業見直しへの反映
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日本政策投資銀行の民営化スケジュール日本政策投資銀行の民営化スケジュール

設立根拠法

法 人 格

株 主

日本政策投資銀行法

特 殊 法 人

民 間

株 式 会 社

新 Ｄ Ｂ Ｊ 法

会 社 法

金融関係法令

＋ ＋

2008年9月まで
民営化準備期間

2008年10月以降：民営化

・株式会社として経営
・民間株主と新経営陣によるガバナンス
・民間金融機関とのイコールフッティングに配慮した業務を実施

・政府系金融機関
・日本政策投資銀行法
に基づく業務を実施

政 府

→ 完全民営化← 移行期間 →

・政府保有株式処分後
特別法（新ＤＢＪ法）は廃止

・政府出資：市場の動向を踏まえつ
つ、概ね５～７年後を目
途に全部を処分

・移行措置：適正な自己資本の確保
政保債発行、財融借入
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民営化後のビジネスモデル ～伸ばすべき特徴～民営化後のビジネスモデル ～伸ばすべき特徴～

４ つ の D N A を 活 か し ま す

長期的な視点と行動を重視します。

中立性を維持します。

パブリックマインド（公益性）を大切にします。

信頼性の高い組織を目指します。

特 色 あ る 金 融 サ ー ビ ス を 提 供 し ま す

長期的視点からのアドバイスや出資と融資が一体となった金

融サービスを提供します。

新金融手法の開発に努めながら、リスクを取った投融資一体

の事業金融を行っていきます。

金融プラットフォームとしての機能を果たします。

・産業界との広汎なネットワークに基づく産業調査

・国内外のネットワークに基づく地域情報

・政府機関とのネットワークに基づく政策情報

お客様との長期的なリレーションを大切にします。

特色を活かし、オープンなアライアンスを組んでいきます。

従来の業務領域での経験をこれからも活かします

地域金融機関などと協調し、地域経済に貢献します。

環境配慮・防災対策での取組（CSR活動）を推進しま

す 。

産業・技術、インフラ整備、金融市場育成等の分野で

成果を上げます。

震災等、危機発生時には社会のセーフティーネット

としての役割を果たします。

コ

ン

セ

プ

ト

成長戦略、事業再生・再編、資本政策、国際競争力強化な

ど、様々な課題に対し、産業調査機能を活かしたアドバイスと

長期の投融資を活用し、長期戦略作りに協力します。

環境・防災・安全等の従来の特色も活かし、お客様のＣＳＲ活

動をサポートします。

新事業の展開にあたり、投資から融資まで成長段階に合

わせてシームレスに対応します。

地域企業のパートナーとして地域の再生に貢献します。

財政改革や地域の活性化に必要なアドバイスや長期のファイナ

ンス機能を強化します。

これまでに培った公共的・中立的な立場を活かして官民連携ビ

ジネスをサポートします。

事 業 を 営 む お 客 様

国 ・地方自治体等、公共 ・公益部門のお客様

産業調査力と新金融技術開発力を活用した提案を行います。

仕組み金融などのファイナンスのアレンジメントに協力します。

お客様との長期的なパートナーシップに立った提案を行います。

中長期の資金を引き続き供給します。

独自の付加価値の付いた金融サービスを提供します（環境・社会的責任投資、防災・

安全対策、技術の事業化などの評価付金融）。

様々なニーズに対応するためノン・リコースローン、担保・仕組みを工夫したファイナンス

（ＤＩＰ、在庫担保、知的財産権担保等）を更に開発・提供します。

資産の流動化・証券化も活用し、金融資本市場の活性化にも貢献します。

クレジット市場において中立性の特徴を活かし呼び水機能を発揮します。

再生、再編、成長戦略、国際競争力強化、インフラ事業向けにメザニン、エクイティ等の

リスクマネーを供給します。

リスクマネーを供給する場合は、産業と事業の調査力を活用し、事業価値が向上するよ

う努めます（長期投資スタイル中心）。

コ ン サ ル テ ィ ン グ ／ ア ド バ イ ザ リ ー

中 長 期 融 資 ／ 仕 組 み 金 融 等

投 資 ／ メ ザ ニ ン ・ フ ァ イ ナ ン ス

等を活かした積極的
な提案活動

（ サ ー ビ ス 内 容 ）お

客

様

ご

と

の

ソ

リ

ュ

ー

シ

ョ

ン

（ お 客 様 ）

新ＤＢＪ
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投融資一体となった資金供給の役割投融資一体となった資金供給の役割

■重点３分野（地域・環境・技術）を中心に様々なノウハウ・ネットワーク等を活用し、中長期の投融資
一体となった付加価値の高い金融機能を発揮していくという方針を継続・強化

■従来わが国の企業金融は、融資中心の間接金融が主体でリスクが偏在。企業は調達手段が制約され、資
金配分が非効率に。

→一体的な投融資機能の発揮や市場型間接金融の活用によりリスクを分散化する金融機関の先駆けとして
の役割。

→企業の資金調達手段の多様化を支援・最適なソリューションを提供、資金配分の効率化に寄与。

リス クの 偏 在

銀行 企 業

市場型間接 金融 を通 じ
た リス ク トランス ファー

企 業D B J

財務健全性

融 資

メザ ニ ン

投 資

融資

伝統的 な間接金融

投融資 一体 の資金 提供
に よる リス クの 分 散化

融 資 としての リス クに集 中 資金 調達手段 の多様化が困 難

資金 調達手段 の多様 化 を支援 し、
最 適 な ソリュー シ ョン を提供

リス クの 分 散 化

非効率的 な資
金配分 に よる
生 産 性の抑制

効率的 な資 金
配分 に よる生
産 性 の向上

わが 国の 融 資 中 心の 間 接金 融 が 抱 えてきた問 題 に対処 す る先 駆 としての D B Jの役 割

ノウハウの活用 （事 業 評 価能力 、産 業 調査 力 、地 域 との 連携 ）

企 業

企 業

リス クの 偏 在

銀行 企 業

市場型間接 金融 を通 じ
た リス ク トランス ファー

企 業D B J

財務健全性

融 資

メザ ニ ン

投 資

融資

伝統的 な間接金融

投融資 一体 の資金 提供
に よる リス クの 分 散化

融 資 としての リス クに集 中 資金 調達手段 の多様化が困 難

資金 調達手段 の多様 化 を支援 し、
最 適 な ソリュー シ ョン を提供

リス クの 分 散 化

非効率的 な資
金配分 に よる
生 産 性の抑制

効率的 な資 金
配分 に よる生
産 性 の向上

わが 国の 融 資 中 心の 間 接金 融 が 抱 えてきた問 題 に対処 す る先 駆 としての D B Jの役 割

ノウハウの活用 （事 業 評 価能力 、産 業 調査 力 、地 域 との 連携 ）

企 業

企 業
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民営化する日本政策投資銀行の課題（完全民営化まで）民営化する日本政策投資銀行の課題（完全民営化まで）

Ⅰ 業務面
１．事業評価の能力や地域との連携・ネットワーク等現有の
経営資源を最大限活用

２．資金調達基盤の確立
３．「国の政策上真に必要な場合」には、民間金融機関との
イコールフッティングの下ＤＢＪを活用

Ⅲ 組織面・その他
１．適切な業務運営

(1) 「日本政策投資銀行」の名称（ブランド）維持
(2) 株式処分方法に加え安定性のある株主構成も検討
２．国の関与は真に必要なものに限定・縮小し、株式会社
としてのガバナンスを構築

３． グループ形態等も含め、最も適した業態を選択

Ⅱ 資金調達面
１．適正な自己資本の確保による良好な財務体質の維持
２．債券発行、他の民間金融機関からの借入、大口預金の
受け入れや金融債の発行等幅広い選択肢を確保

３．自力での安定した資金調達体制への円滑な移行を図る
ため、政府保証債の発行や財融借入を実施

４．以上に加え、リスクに見合った利回り、配当の確保に努
めることにより、利益水準を確保

■完全民営化時点における機関の在り方である
「中長期の投融資機能【出資及び融資が一体と
なった新金融技術開発やリスクマネー供給】の
提供」をどう実現するか。

■投融資一体の現行業務が継続できるよう、特殊会社
法に個別の業務を規定。

■従前同様民間金融機関との協働【適切な役割分担や
リスクの分担】を図ることにより、民間金融機関とのイ
コールフッティングに留意しつつ、 ４つのＤＮＡを維持

Ⅰ 業務面
１．インフラ等への中長期の投融資を継続することが
できるのか

Ⅱ 資金調達面
１．自力での安定した資金調達体制を実現できるのか
２．調達構造に変化が生じる中、十分な収益性が確保
できるのか

Ⅲ 組織面・その他
１．ＤＢＪの持つ４つのＤＮＡを維持できるのか。

(1) 民営化しても、これまで培ってきた信頼性を維持
できるのか

(2) 国の株式処分後も、中立性、公平性を維持でき
るのか

２．民間企業として、効率的な経営体制を確立できる
のか

３．完全民営化時点に、一般の金融関係法令の下で
ビジネスモデルを維持できるのか
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（参考１）損益・財政の概要（企業会計基準準拠・単体）（参考１）損益・財政の概要（企業会計基準準拠・単体）

（単位：億円）
■■貸借対照表貸借対照表 ■■損益計算書損益計算書

項項 目目 2006/32006/3末末2005/32005/3末末 項項 目目
第６期第６期
2005/32005/3

第７期第７期
2006/32006/3

資
産
資
産

業務純益業務純益
（一般貸倒引当金繰入前）（一般貸倒引当金繰入前）

貸出金貸出金

貸倒引当金貸倒引当金

その他その他

合計合計

資
本
資
本

負
債
負
債

借用金借用金

その他その他

債券債券

小計小計

資本金資本金

利益剰余金等利益剰余金等

小計小計

その他の特別損益等その他の特別損益等

当期純利益当期純利益

与信関係費用与信関係費用

128,732128,732
▲▲1,9971,997
10,08610,086

136,821136,821

90,04590,045
22,61822,618
4,0514,051

116,714116,714
12,72212,722
7,3847,384

20,10620,106

138,607138,607
▲▲2,8022,802

8,8538,853

144,658144,658

102,148102,148
19,94819,948
3,8113,811

125,907125,907
12,15412,154
6,5966,596

18,750

714714

120120
177177
▲▲5757

9393

927927

1.6%1.6%

809809

320320
509509

▲▲189189

▲▲44

1,1251,125

2.9%

貸倒引当金繰入額貸倒引当金繰入額

貸出金償却等貸出金償却等

リスク管理債権比率リスク管理債権比率 2.9%

18,750
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100,000

110,000

120,000

130,000

140,000

150,000

160,000

170,000

180,000

190,000

200,000

10年度末 11年度末 12年度末 13年度末 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末

（単位：億円）

貸付金残高の推移貸付金残高の推移

▲32%

（単位：億円）

（備考）特殊法人会計ベース

年度
対前年比

平成12 177,865 ▲ 9,680
平成13 168,040 ▲ 9,825
平成14 157,900 ▲ 10,140
平成15 148,409 ▲ 9,491
平成16 139,656 ▲ 8,753
平成17 129,680 ▲ 9,976
平成18 （見込） 125,582 ▲ 4,098
平成19 （見込） 121,367 ▲ 4,215

年度末貸付金残高

（見込） （見込）

（参考）
民間金融機関貸出残高（※）
と本行貸出残高伸び率比較

民間金融機関貸出残高

（非金融法人向け）：約２６０兆円

本行貸出残高：約１３兆円

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

01 02 03 04 05 06

（
前
年
比
、
％
）

民間 本行

（参考２）業務規模の推移（参考２）業務規模の推移

※民間金融機関貸出残高＝民間非金融法人向け貸出残高（出所：日本銀行「資金循環統計」）
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地域再生支援地域再生支援 5,2105,210億円億円

技術・経済活力創造技術・経済活力創造 2,8002,800億円億円

環境・エネルギー・防災等環境・エネルギー・防災等 2,9652,965億円億円

地域と一体となって、金融・情報の両面から地域と一体となって、金融・情報の両面から
地域再生に貢献地域再生に貢献

地域再生・構造改革特区事業支援
ＰＦＩ・ＰＰＰへの積極的な取り組み
広域ネットワーク整備
地域の特色ある産業を支援
雇用開発に資する事業を支援 等

持続可能な社会の実現に向けて社会的責任を持続可能な社会の実現に向けて社会的責任を
果たす企業を支援果たす企業を支援

世界初の環境格付け融資制度創設
温暖化ガス排出削減ファンド設立
防災対策促進（防災格付け）による暮らしの安全対策 等

光る技術の事業化・新産業のため明日の日本を光る技術の事業化・新産業のため明日の日本を
創る取り組みに貢献創る取り組みに貢献

知的財産権を活用してベンチャー支援
技術事業化支援センターの設立
著作権担保融資によるコンテンツ
産業支援カーブアウトファンドの創設
（企業内新規事業の切り出し・成長支援） 等

注：金額は平成１８年度計画

重点３分野＋その他

技技 術術

地地 域域

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ
（防災・高齢化・福祉対策を含む）（防災・高齢化・福祉対策を含む）

持続可能な
発展

持続可能な持続可能な
発展発展

手 法

「金融プラット
フォーム機能」

「金融プラット「金融プラット
フォーム機能」フォーム機能」

ノウハウノウハウノウハウ

ネットワークネットワークネットワーク

セーフティネット等セーフティネット等

（参考３）重点業務３分野（１８年度）（参考３）重点業務３分野（１８年度）
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（参考４）新金融技術等活用分野投融資の現況（参考４）新金融技術等活用分野投融資の現況

■DBJ発足以降、投融資の内容は変化（新金融技術等活用分野ウェート増加）

→民営化に向けて現状の顧客基盤・強みをベースに展開

■出資残高は堅調に増加しており、2006年3月末は3,464億円（約諾額累計ベース）に。

新金融技術等活用分野投融資実績（年度フローベース）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度

(億円)
環境格付融資

事業再生融資

ベンチャー融資

シンジケートローン

ノンリコースファイナンス

ファンド

12％
15％

20％

29％

36％

（注）パーセントは年度投融資金額に占める新金融技術等活用分野の割合

出資残高（約諾額ベース）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度

（億円）

＜DBJによる出資の代表的な事例＞

■新潟鐵工所（ＤＩＰファイナンス～事業再生ファンド）

■ルネッサンスファンド（地域金融機関と連携した事業再生）

■ユー・エス・ジェイ（自治体ビジネスの再生）

■電源開発㈱民営化ファンド

■都市再生プライベート・メザニン・ファンド（都市再生）

■東北インキュベーションファンド（大学発ベンチャー支援）
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地域再生支援：地域再生支援：DBJDBJのノウハウを活用した地域再生事例のノウハウを活用した地域再生事例①①

◆◆新潟鐵工所新潟鐵工所

会社更生手続の申立を行った当社に対し、DIP
ファイナンス・M&A・事業再生ファンドの考え方を
活用した事業再生支援を行ったもの。

当社に対するDIPファイナンスの実施に加え、当
社事業を承継する新会社への出融資の実施によ
り再生を支援し、地場企業の持つ技術、雇用の維
持に貢献

石川島播磨重工業（スポンサー）との協働

民事再生を申請した伊豆天城湯ヶ島温泉の
老舗旅館「落合楼」の事業再建支援を目的とし
て、政策銀行・スルガ銀行等が、ファンドを組
成。

地域経済に与える影響の大きい地域に根ざ
した伝統ある旅館の再生を、資金面のみなら
ず経営面でも支援するもの

事業再生において地域金融機関との連携を
行っていくことにより、リレーションシップバンキ
ング機能の向上に貢献

◆◆落合楼落合楼

地場企業の事業再生地場企業の事業再生①① 地場企業の事業再生地場企業の事業再生②②

地域と一体となって知恵を絞り、それぞれの個性を活かした取り組みを支援

蓄積してきた経験や新たな金融手法の活用による地域再生への貢献

地域と一体となって知恵を絞り、それぞれの個性を活かした取り組みを支援

蓄積してきた経験や新たな金融手法の活用による地域再生への貢献
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地域再生支援：地域再生支援：DBJDBJのノウハウを活用した地域再生事例のノウハウを活用した地域再生事例②②

◆◆千葉市大宮学校給食センター千葉市大宮学校給食センター

民間事業者のコンソーシアムが、自らの持つノウハ
ウを活用し、施設の設計・施工から所有・維持管理・
運営までを一括して実施するＰＦＩ事業。

給食センターＰＦＩとして全国で初めて給食調理（
11,000食レベル）を含む給食センターの運営を民間
に委託する事例。

千葉銀行及びＤＢＪが共同アレンジャーを務め、京
葉銀行も融資に参加。

ＰＦＩ事業へのＰＦＩ事業への
プロジェクトファイナンスプロジェクトファイナンス

石川県は、従業員の仕事と子育ての両立支援や多
子世帯への支援に積極的な企業を支援するため、
企業の子育て支援に関する全国初の地域再生計画
を策定（平成17年11月認定）。

福島印刷㈱（金沢市）は、仕事と子育ての両立し
やすい職場づくりに積極的に取り組む地場企業。

同社が実施する新型ＤＭ印刷加工技術の企業化に
対し、北國銀行と業務協力協定に基づき協調融資。

◆◆福島印刷福島印刷㈱㈱

地方公共団体が策定した地方公共団体が策定した
地域再生計画の推進地域再生計画の推進
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地域再生支援：地域再生支援： DBJDBJのノウハウを活用した地域再生事例のノウハウを活用した地域再生事例③③

◆◆箱根ターンパイク箱根ターンパイク㈱㈱

社会インフラ資産の有効活用社会インフラ資産の有効活用

我が国初のインフラ投資専門ファンドを設立し、
箱根ターンパイク有料道路事業の譲渡取引に
出資（16/3）

我が国のインフラ・ファイナンス市場の発展、国
内インフラ資産の再生・流動化の促進に寄与

◆◆ミューザ（ＭＵＺＡ）川崎プロジェクトミューザ（ＭＵＺＡ）川崎プロジェクト

ミューザ川崎セントラルタワーを対象に、みずほCBと
DBJが共同で、シンジケーションを組成。リスクの高
い劣後デッド部分（メザニン）については、DBJが都市
再生ファンドをアレンジし、ファイナンスを提供

政府の最優先政策課題の一つである都市再生の推
進に寄与

あわせて、我が国において未発達のメザニンファイナ
ンスマーケットの創出にも資するもの

ミドルリスク市場の活性化とミドルリスク市場の活性化と
都市再生の推進都市再生の推進
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環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・防災等：環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・防災等：DBJDBJのノウハウを活用した取組事例のノウハウを活用した取組事例①①

◆◆環境格付環境格付 ◆◆防災格付防災格付

環境配慮型経営促進事業環境配慮型経営促進事業 防災対応促進事業防災対応促進事業

(1)～(4)に加え、(5)または(6)を満たすこと

(1) 応急対応を中心とした防災計画の策定

(2) 生命安全確保策の整備

(3) 施設安全策及び設備の状況把握

(4) 教育・訓練の実施

(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備

(6) 点検・見直し体制の整備

以下から４つ以上を満たすこと

(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応

(9) 重要業務のバックアップ体制整備

(10) 地域連携の実施

(11) サプライチェーンにわたる防災対応

(12) 情報公開・社会貢献への取組み

取組みが「優れている」
【政策金利Ⅰ】

合格

合格

取組みが「特に優れている」
【政策金利Ⅱ】

内閣府基礎・推奨項目を

中心とする取組分野

内閣府必須・基礎項目を

中心とする取組分野企

業

環
境
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
の
実
施

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

告
知
義
務

シ・ローン、
私募債等への保証

融 資
環境への配慮に対する
取り組みの強度に応じ
金利を決定

（対象外）

申込

環境スクリーニングシステムにより環境への先進

的な取り組みを行う企業を選定

当該企業の環境対策費用等※の調達を支援する

ことで、企業の環境面の取組を促進する我が国初
の制度を創設（16/4～）

シンジケート・ローンや保証といった多様な金融手

法も活用する予定

※環境省の定める環境会計ガイドライン等に準拠

中央防災会議の自己評価項目表をベースにした

独自の格付システムにより企業の防災への取組

を評価

企業の行う優れた防災対策事業に優遇金利を適

用する我が国初の制度を創設（18/4～）

シンジケート・ローンや保証といった多様な金融手

法も活用する予定
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環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・防災等：環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・防災等：DBJDBJのノウハウを活用した取組事例のノウハウを活用した取組事例②②

◆◆苫前グリーンヒルウィンドパーク苫前グリーンヒルウィンドパーク ◆㈱◆㈱巴川製紙所巴川製紙所

新エネルギー事業構築支援新エネルギー事業構築支援
地震災害時発動型地震災害時発動型
リスクファイナンスリスクファイナンス

北海道苫前郡苫前町で行われている我が国初の

本格的商業用風力発電事業。同敷地内に風力発
電機を20基建設し、17年間にわたって発電した電
力を北海道電力に販売するもの

当行は、風力発電に内在する風量不足など自然に

起因するリスクを詳細に分析。資金調達をプロジェ

クトファイナンスによって支援

首都圏や東海地方を対象とした企業向け地震
保険の確保が困難になる中、東海大地震発生
時の復旧投資に関する資金調達の確実性を高
めるファイナンススキームを提供するもの
地震災害時融資実行予約契約及びシンジケー
ト・ローンに本行の債務保証を組み合わせたス
キーム
最新の金融手法を使った先進的な震災対策と
して、同様の課題を抱える企業に対し、新しいリ
スク管理手法を提供
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◆◆東北インキュベーションファンド東北インキュベーションファンド

大学発ベンチャーファンドの創設大学発ベンチャーファンドの創設

バイオバイオ新素材新素材 ソフトウェアソフトウェア ナノテクナノテク

エレクトロニクスエレクトロニクス 環境環境 先端医療先端医療

東北インキュベーション

投資事業有限責任組合 （2004/3～）
東北インキュベーション

投資事業有限責任組合 （2004/3～）

LP
電力・地銀
・行政等

電力・地銀

・行政等

GP
東北ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱

東北ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ

ｷｬﾋﾟﾀﾙ ㈱

第１号投資（2004/5）
メムス・コア（微小電子機械）

東北テクノアーチ
（TLO：技術移転機関）等
東北テクノアーチ

（TLO：技術移転機関）等
未来科学技術共同研究
センター（東北大学）等

未来科学技術共同研究
センター（東北大学）等

日本政策
投資銀行

日本政策
投資銀行

投資 経営指導

ファンドマネージャー アレンジャー
兼大口LP

東北地方の新産業創出支援のため創設された大
学発ベンチャーファンドへの出資

本行が民間出資を誘導することで、我が国では
未だ黎明期にあるインキュベーション・ファンド事
業を実現

首都圏、北海道でも大学発ベンチャーファンドへ
の出資事例あり

技術・新産業創造：技術・新産業創造：DBJDBJのノウハウを活用した取組事例のノウハウを活用した取組事例①①

◆◆カーブアウトファンドカーブアウトファンド

カーブアウトファンドの創設カーブアウトファンドの創設

技術・人材

カーブアウトファンドカーブアウトファンド

エンジェル、
機関投資家

政策投資銀行
カーブアウト
元企業

カーブアウト元企業

ｻﾌﾞｺｱ事業

社内ﾍﾞﾝﾁｬｰ

技術・人材

投資

三菱商事

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

ア
ラ
イ
ア
ン
ス

イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

ア
ラ
イ
ア
ン
ス
グ
ル
ー
プ

そ
の
他
外
部
資
源

出資 出資 出資
出資

出資

50% 50%

連携

本格的ハンズオン育成

ファンド運営

技術・人材

カーブアウトファンドカーブアウトファンド

エンジェル、
機関投資家

政策投資銀行
カーブアウト
元企業

カーブアウト元企業

ｻﾌﾞｺｱ事業

社内ﾍﾞﾝﾁｬｰ

技術・人材

投資

三菱商事

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

ア
ラ
イ
ア
ン
ス

イ
ン
ベ
ス
ト
メ
ン
ト

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー

ア
ラ
イ
ア
ン
ス
グ
ル
ー
プ

そ
の
他
外
部
資
源

出資 出資 出資
出資

出資

50% 50%

連携

本格的ハンズオン育成

ファンド運営

戦略的に企業から事業等を切り出して（Carve

Out）、第三者評価、投資参画により成長加速化を

図る手法であるカーブアウトに着目したﾌｧﾝﾄﾞを創設

投資対象としては、電子産業・ハイテク産業におけ

る有望なカーブアウト案件が中心。

本ファンドを通じて、日本の強みである電子産業・ハ

イテク産業が有する優良技術・人材を活用し、新産

業創造に貢献
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技術・新産業創造：技術・新産業創造：DBJDBJのノウハウを活用した取組事例のノウハウを活用した取組事例②②

◆◆ゴンゾ・アニメーションファンドゴンゾ・アニメーションファンド

新たな金融ツールの活用新たな金融ツールの活用

東京三菱
DBJ

外部
投資家

融資

匿名組合
出資

優先弁済

ＳＰＣ

借
入
金

配当

出
資
金

知
的
財
産
権

対価

知財譲渡

㈱㈱ゴンゾゴンゾ

ビデオ
グラム
発売元

ソフト販売
等委託

TV放映
DVD
海外等

販売
代金回収

ソフト販売
等収益

新作開発

中間法人

新作アニメーション作品に関して、「ＳＰＣ方式」に
よる制作資金融資を実行

著作権の分散を防ぎ、ＳＰＣによる一括管理を行
うことにより長期間に亘る知的財産権の効率的な
活用を促進すると共に、ノンリコースローン及び
外部投資家の導入も可能とするスキーム

当行の「知的財産権有効活用支援事業制度」の
第一号案件

◆◆みなと元気ファンドみなと元気ファンド

技術指向のモノづくりへの支援技術指向のモノづくりへの支援

みなと元気ファンド
投資事業有限責任組合

みなと元気ファンド
投資事業有限責任組合

㈱みなと銀行㈱みなと銀行みなとキャピタル㈱みなとキャピタル㈱ 日本政策投資銀行日本政策投資銀行

公募企業 公募企業 公募企業

審査委員
神戸大学

審査委員
神戸大学

審査委員
新産業創造研究機構NIRO

審査委員
新産業創造研究機構NIRO

資金支援、案件発掘PR、経営指導 資金支援、技術事業化支援

技術審査

みなと元気ファンド
投資事業有限責任組合

みなと元気ファンド
投資事業有限責任組合

㈱みなと銀行㈱みなと銀行みなとキャピタル㈱みなとキャピタル㈱ 日本政策投資銀行日本政策投資銀行

公募企業 公募企業 公募企業

審査委員
神戸大学

審査委員
神戸大学

審査委員
新産業創造研究機構NIRO

審査委員
新産業創造研究機構NIRO

資金支援、案件発掘PR、経営指導 資金支援、技術事業化支援

技術審査

本行は、みなと銀行グループが組成する「みなと
元気ファンド」に出資及び事業評価・事業化支援
などで協力

本行は、「技術事業化支援センター」のノウハウ・
ネットワークを活用、ＮＩＲＯ・神戸大学などと共同
で投資先選定に当たっての審査・事業評価を行う
と共に、投資後の経営指導、資金調達相談など
の事業化支援に協力

地域企業の技術事業化と地銀のリレーションシッ
プバンキングの機能強化へ貢献




